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同_の後に「` 共同企業体の構成員は、建
設業法（昭和24年法律第100号）上の建築工事
業につき、許可を有しての営業年数が５年以上
であること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認めら
れる場合においては、許可を有しての営業年数
が５年未満であっても同等として取り扱うこと
ができるものとする。 a 共同企業体の構成
員数は、２社又は３社とする。 b 共同企業
体の結成方法は自主結成とすること。 c 共
同企業体の構成員の最小出資比率は、均等割の
10分の６を下回らない範囲とすること。 d

共同企業体の代表者は、施工能力が最大で、か
つ、出資比率が構成員中最も高い者とするこ
と。」を挿入します。
２の`を２のeに訂正し、「経常建設共同企業
体にあっては、各構成員が、専任で上記技術者
を配置できること。」を削除、|の「平成14年度
以降に、元請として完成・引渡しが完了した鉄
骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造地上７階建以
上かつ延べ床面積9¶000fl以上の校舎、研究施
設、病院の新築電気設備工事の実績を有するこ
と。経常建設共同企業体にあっては、１社の主
任技術者又は監理技術者が上記の工事経験を有
していればよい。」を「平成14年度以降に、上記
２_に掲げる工事の経験を有する者であるこ
と。」に訂正し、|の後に「} 監理技術者にあっ
ては、監理技術者資格者証を有する者であるこ
と。 ~ 共同企業体の場合の代表者以外の構
成員については、{に定める国家資格を有する
主任技術者又は監理技術者を専任で配置できる
こと。」を追加します。
２のa、b、c、dを２のĈ、D̂、Ê、F̂に
訂正します。
４ 入札手続等の^の後に「_ 共同企業体
の競争参加資格審査申請書の提出期間、提出場
所及び提出方法 上記４^に同じ。」を挿入しま
す。
４の_を４の`に訂正します。

入札公告（建設工事）の訂正

次のとおり訂正します。
平成 24年 10月４日
国立大学法人大阪大学総長 平野 俊夫

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 27

１ 公告日 平成24年９月26日
２ 工事名 大阪大学（吹田）最先端医療融合イ
ノベーションセンター新営その他機械設備工事
３ 訂正内容
２ 競争参加資格の「次に掲げる条件を全て
満たしている者であること。」を「次に掲げる条
件を全て満たしている単体有資格者（以下「単
体」という。）又は次に掲げる条件を全て満たし
ている特定建設工事共同企業体（以下「共同企
業体」という。）であること。また、共同企業体
にあっては、競争参加資格の確認までに、国立
大学法人大阪大学総長から共同企業体としての
認定を受けていること。」に訂正します。
同^「1¶100点以上」を「1¶100点（共同企業

体の構成員のうち代表者以外の構成員にあって
は、900点）以上」に訂正します。
同_「平成14年度以降に、元請として完成・
引渡しが完了した鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンク
リート造地上７階建以上かつ延べ床面積
9¶000fl以上の校舎、研究施設、病院の新築機
械設備工事の実績を有すること（共同企業体の
構成員としての実績は、出資比率が20％以上の
ものに限る。）。経常建設共同企業体にあっては、
各構成員のうち１社が上記の施工実績を有する
こと。」を「平成14年度以降に、元請として完成・
引渡しが完了した、次の基準を満たす工事を施
工した実績を有すること。（共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。） { 単体又は共同企業体の代表
者 鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造地上７
階建以上かつ延べ床面積9¶000fl以上の校舎、
研究施設、病院の新築機械設備工事を施工した
実績 | 共同企業体の代表者以外の構成員
鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造地上５階建
以上かつ延べ床面積7¶000fl以上の校舎、研究
施設、病院の新築機械設備工事を施工した実績」
に訂正します。
同_の後に「` 共同企業体の構成員は、建
設業法（昭和24年法律第100号）上の建築工事
業につき、許可を有しての営業年数が５年以上
であること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認めら
れる場合においては、許可を有しての営業年数
が５年未満であっても同等として取り扱うこと
ができるものとする。 a 共同企業体の構成

員数は、２社又は３社とする。 b 共同企業
体の結成方法は自主結成とすること。 c 共
同企業体の構成員の最小出資比率は、均等割の
10分の６を下回らない範囲とすること。 d

共同企業体の代表者は、施工能力が最大で、か
つ、出資比率が構成員中最も高い者とするこ
と。」を挿入します。
２の`を２のeに訂正し、「経常建設共同企業
体にあっては、各構成員が、専任で上記技術者
を配置できること。」を削除、|の「平成14年度
以降に、元請として完成・引渡しが完了した鉄
骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造地上７階建以
上かつ延べ床面積9¶000fl以上の校舎、研究施
設、病院の新築機械設備工事の実績を有するこ
と。経常建設共同企業体にあっては、１社の主
任技術者又は監理技術者が上記の工事経験を有
していればよい。」を「平成14年度以降に、上記
２_に掲げる工事の経験を有する者であるこ
と。」に訂正し、|の後に「} 監理技術者にあっ
ては、監理技術者資格者証を有する者であるこ
と。 ~ 共同企業体の場合の代表者以外の構
成員については、{に定める国家資格を有する
主任技術者又は監理技術者を専任で配置できる
こと。」を追加します。
２のa、b、c、dを２のĈ、D̂、Ê、F̂に
訂正します。
４ 入札手続等の^の後に「_ 共同企業体
の競争参加資格審査申請書の提出期間、提出場
所及び提出方法 上記４^に同じ。」を挿入しま
す。
４の_を４の`に訂正します。

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
平成 24年 10月４日

中日本高速道路株式会社
八王子支社長 金野 行延

◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 13

１ 業務概要
\ 品目分類番号 42

] 業務名 中央自動車道 富士吉田北スマー
トＩＣ橋梁基本詳細設計

^ 業務箇所 自）山梨県富士吉田市小明見
至）山梨県南都留郡西桂町小沼

_ 業務内容 本業務は、富士吉田北スマート
ＩＣの上部工７連、下部工15基の橋梁設計及
び、その他解析業務等一式を行うものである。

` 履行期間 契約締結日の翌日から360日間
a 本業務は資料の提出、入札を電子入札シス
テムで行う業務であり、当社ホームページ掲
載の電子入札（郵送入札）運用マニュアルを
適用する。なお、電子入札によりがたいもの
は、電子入札（郵送入札）運用マニュアルに
基づき契約責任者に届出を行い、郵送による
紙入札方式によることができる。

b 本業務は、価格と価格以外の要素とを総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式の試行業務である。

c 本件は、電子契約によることができる。（詳
細は入札（見積）者に対する指示書を参照）

２ 指名されるために必要な要件
\ 入札参加者に要求される資格
{ 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中
日本高速道路株式会社規定第25号）第11条
の規定に該当しない者であること。

| 「平成23・24年度中日本高速道路株式会
社調査等競争参加資格」のうち「橋梁設計」
の資格認定を受けている者であること。

} 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申し立てがなされている
者でないこと。

~ 参加表明書の提出期限の日から開札の日
までの期間に、中日本高速道路株式会社工
事・調査等の資格登録に関する要領に基づ
く資格登録停止を受けていないこと。

] 入札参加者を選定するための基準
「中日本高速道路株式会社契約規則」（中日
本高速道路株式会社規定第25号）第31条に規
定する指名基準による。なお、同基準中の「当
該調査等における技術的適正」については、
同種又は類似の業務の実績並びに配置予定の
技術者の資格及び業務の経験等を勘案するも
のとする。˜
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